
様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第１面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和 5 年 6 月 21 日
金沢市長 殿

届出者   
住　所 石川県金沢市吉原町ワ２１番地

氏　名 石川県立金沢北陵高等学校　学校長　中村　悟
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号 ０７６－２５８－１１００

の規定に基づき、令和 4 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 石川県立金沢北陵高等学校

保管事業場の所在地 石川県金沢市吉原町ワ２１番地

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 主幹　　叶田　由希子 電話番号 ０７６－２５８－１１００

保管の場所 灯油庫

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量 保管の状況

参考事項
製造者名 型式 製造年月

X-005 5 KVA S48 未定 3 個 8.4 kg 低濃度 なし 分別 なし

X-007 μF ニチコン 不明 未定 3 個 0.5 kg 低濃度 なし 分別 なし

（日本工業規格　Ａ列４番）

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物
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（第２面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

X-007 μF ニチコン 不明 3 個 0.5 kg 低濃度 H34.09.28 承継

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量 自ら処分した場合 処分を委託した場合

参考事項
製造者名 型式 製造年月

X-006 400 W 東芝 S38 不明 2 缶 42.8 kg H34.08.19 H34.11.11
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（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

電話番号

所在の場所

番号 製品の種類

製品の型式等 廃棄の見込み 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

製品の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）
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（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

番号 製品の種類

製品の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

備考 １．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    廃棄物については記入しなくて構わない。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    こと。

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。
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（第５面）

１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ





金沢北陵高等学校

PCB廃棄物保管場所

R4.9.28～保有（コンデンサ）

番号：X-007



（参考）

（コンデンサ）

※R2年度から保管中

番号：X-005



様式第一号(ー)

金沢市長

(第九条、第二十条及び第二十七条関係)
(第 1面)

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書(保管事業者及び所有事業者用)

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む')
の規定に基づき、令和 3年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。 、

1.ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

殿
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保管事業場の所在地
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保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

石川県立工業高等学校
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(第2面)

②前年度中に新たに保管することとなったボリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったボリ塩化ビフェニル廃棄物(④の場合を除く。)

番号

定格
容量

廃棄物の種類

製造者畠

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

定格
容量

番号

型式

廃棄物の型式等

製造者名

廃棄物の種類

製造年月

型式

表示記号
等

定格
容量

製造年
月

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

台数又は
容器の数

量

台数又は
容器の数

型式

量

総重量
(1台当たり

重量X台数)

総重量
(1台当たり

重量X台数)

製造年
月

濃度
区分

表示記号

濃度
区分

、〒デ

保管開始
年月日

保管終了
年月日

台数又は
容器の数

量

総重量
(1台当たり

重量X台数)

保管終了
理由

保管開始
理由

濃度

区分

自ら処分した場合

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

処分
年月日

参考事項

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分委託
年月日

処分を委託じた場合

晤

参考事項

処分受託者の
名称

処

年月日

参考事項



2 ポリ塩化ビフエニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

ボリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月31日に使用してし、たポリ塩化ビフェニル使用製品(高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。)

番号 製品の種類

②前年度中に新たに所有するこ・ととなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品(高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。)

番号

定格

容量

(第3面)

製品の種類

製造者名

製品の型式等

型式

定格
谷里

製造年月

製造者名

製品の型式等

表示記号
等

型式

i/

廃棄予定
年月

廃棄の見込み

製造年月

電話番号

表示記号

等

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

量

台数又は
容器の数

総重量
U台当たり

重量X台数)

量

総重量
(1台当たり

重量X台数)

所有開始
年打日

濃度
区分

所有開始
場所

参考事項

所有開始
理由

参考事項



(第4面)

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

番号 製品の種類

備考

定格
0、^
谷凪

1.この届出書は、ポリ塩化ビフェニル,廃棄物の保管Xはポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2.届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3.「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」'及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4.「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号(平成28年度の保管状況を届け出る場合の伊上 28-001)を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5.「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6.「廃棄物の型式等」及ぴ「製品の型式等」の欄には、'変圧器(トランス)等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名」、「型式」、「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること(伊上不燃性油)。

フ.「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8.「量」の欄のうち、「台数又は客器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数(個数)を、その他のものについては保管している容器の

数(缶数等)を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数(個数)を把握す・る

ことができないときは、保管している容器の数(缶数等)を単位とともに記入すること。

9.「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ボリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数(個数)を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。な郭、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃10

度ボリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」占は高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物ヌは高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のボリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェ'ル廃棄物の保管の状況に変更があった場合11

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

1之「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種頚を具体的に記入すること

(伊上「ドラム缶」、,「なし」)。
13.「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14.「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15、「保管の状況」の欄のうぢ、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

製造者畠

製品の型式等

型式 製造午月
表示記号

等
台数又は
谷器の数

量

総重量
〔1台当たり

重量X台数)

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業老
Xは事業場の名称及び所在地

参考事項



様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第１面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和 5 年 6 月 29 日
金沢市長 殿

届出者   
住　所 金沢市泉１丁目３－６３

氏　名 石川県立保育専門学園　園長　大脇　修
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号 ０７６－２４２－５１８５

の規定に基づき、令和 4 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 石川県立保育専門学園

保管事業場の所在地 金沢市泉１丁目３－６３

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 企画管理専門員　中田 茂樹 電話番号 ０７６－２４２－５１８５

保管の場所 事業場の所在地と同じ

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量 保管の状況

参考事項
製造者名 型式 製造年月

24-001 20 KVA 東芝 PTL6-6DP S43.9 1 台 50.0 kg 低濃度 なし 分別 なし

24-002 R5 194 台 292.5 kg 高濃度 ドラム缶 分別 なし ドラム缶１個

4-001 その他 R5 142.8 kg 高濃度 ドラム缶 混在 なし ドラム缶２個

4-002 その他 19 個 57.7 kg 低濃度 その他 分別 なし

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

処分予定
年月

濃度
区分

処理業者との
調整状況定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

容器の
性状

囲い等
の有無

分別・
混在の
別

漏れ等の
おそれ

変圧器（トラ
ンス）

不燃性（
合成）絶
縁油

囲い有
、掲示
有

PCB濃度
14mg/kg

蛍光灯用安定
器

囲い有
、掲示
有

囲い有
、掲示
有

囲い有
、掲示
有

コンクリートガラ・ウエス・ペール缶・ビニール袋

ビニール袋入りペール缶



（第２面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量 自ら処分した場合 処分を委託した場合

参考事項
製造者名 型式 製造年月

24-002 80 台 192.0 kg H34.11.25 H35.2.15

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

該当
なし

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

該当
なし

濃度
区分定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日

蛍光灯用安定
器

高濃
度

中間貯蔵・環境
安全事業(株)



（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

電話番号

所在の場所

番号 製品の種類

製品の型式等 廃棄の見込み 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

製品の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

濃度
区分定格

容量
表示記号

等
廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）



（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

番号 製品の種類

製品の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

備考 １．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    廃棄物については記入しなくて構わない。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    こと。

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）



（第５面）

１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ





(第九条、第二十条及び第二十七条閾係）
（第1面）

ポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

様式第一号（一）

令和5年6月 30日

金沢市長 殿

／余沢市役所 届出者

住所河北郡津幡町字大坪ワ36
氏名池内良輔
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。

令卿' 5年7‘ 20
ご減第

一受付
号

）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第1
の規定に基づき、令和2年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

有限会社フレンド荘

河北郡津幡町字大坪ワ36

保管事業場の名称

保管事業場の所在地

｜ 電話番号 ’電話番号’特別管理産業廃棄物管環責任者の職名及び氏名 090-8260-3223 (電気主任技術者）~

’金沢市武蔵町14-3保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

保管の状況廃棄物の型式等 量

処分業者との

調整状況

処分予定

年月

濃度

区分
台数又は総重堂

Il台当たり

容器の数重髄x台数)

参考事項容器の 囲い等分別。 漏れ等の

性状 の有無混在の別おそれ

廃棄物の種類番号

薫雌者名型式製造…亦記器
使用中

濃度不明” 東芝靴 19”ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ 20124←1
~

(日本工業規格A列4番）

(第2面）



②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等
皇
里

保管開始

年月日

保管開始

理由

濃度

区分
総重量
(1台当たり重

儲x台数）

参考事項廃棄物の種類 台数又は

容器の数

番号

襄鬘 ｜製造者名I 型式 i製造年月 ;表示記騨
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

1

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

濃度

区分

保管終了

年月日

保管終了

理由
参考事項総重量

（1台当たり

重鼠x台数）

廃棄物の種類番号 台数又は

容器の数襄篁I製儲名!型式|製造年職示記鶚
今

●

？

■

■

旬

。

■

旬

凸

■

■

凸

●

守

凸

●

宇

凸

●

■

凸

●

●

■

旬

■

Ｕ

旬

■

ｑ

旬

■

■

■

■

■

■

■

■

Ⅱ

■

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

■

■

■

■

■

■

■

ｂ

寺

已

ｐ

Ｐ

Ｂ

ｒ

●

■

竹

口

９

９

年

。

Ｕ

”

■

１

ワ

９

９

Ⅱ

８

９

Ｄ

Ｕ

Ｄ

Ｄ

い

け

二

~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度

区分
参考事項廃棄物の種類番号

鱒製造者名| 型式i製造年月'赫謡等; : 熱|駕醗麓簿
処分委託処分受託者の
年月日 ： 名称

処分
年月日

■

■

■

Ⅱ

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

Ⅱ

■

■

■
１
日
１
９
９
勺
９
９
１
１
１
９
■
○
４
９
１
日
■
。
■
■
４
８
９
句
ｄ

■

■

日

日

Ⅱ

ｑ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

日

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

■

■

Ⅱ

Ⅱ

日

(第3面）

2ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地



ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

電話番号

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

量廃棄の見込み製品の型式等

濃度

区分

呂

邑

字

句

巳

口

守

ら

■

▽

■

■

？

■

◆

●

垂

心

サ

ロ

●

宇

企

①

伊

凸

口

？

■

Ｌ

守

口

■

Ｆ

・

□

■

■

忠

■

■

●

■

■

●

■

■

●

⑪

■

■

寺

■

●

■

■

■

■

・

色

甸

■

凸

■

■

●

○

句

■

■

旬

凸

●

守

ら

ｇ

Ｅ

総重量
(1台当たり重

量x台数）

1

参考事項処分業者との

調整状況

台数又は

個数

廃棄予定

年月

製品の種類 定格

容量

番号
製造者名i 型式 ：製造年月I表示記号等

■

ｂ

Ｐ

■

、

■

ｈ

ｐ

ｐ

■

ｂ

叩

■

ｂ

■

■

■

■

■

ｂ

呼

■

Ｂ

■

■

■

町

■

。

■

■

▲

■
■
■
卜
Ｉ

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

量製品の型式等

1製造者名｜ 型式 ；製造年月i表示記号等
所有開始

理由

所有開始

場所

所有開始

年月日
総重量
(1台当たり重

量x台数）

参考事項台数又は

容器の数

製品の種類 定格

容量

番号

叩

■

”

▲

■

■

■

■

▼

■

己

寺

■

巳

守

■

己

寺

■

▲

早

早

Ｂ

Ｇ

甲

６

口

■

▲

(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

｢所有繧了|所有終了|移動先の所在の場所並びに事業者|参考事項’’番号 製品の種類 量製品の型式等



年月日 ｜ 理由 ｜ 又は事業場の名称及び所在地総重量
(1台当たり重

量x台数）

■
■
■
■
■

台数又は

容器の数鑿|製儲名1 型式 ;製造年月礒示記騨
~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~
■
■
◆
ａ
Ｂ
■
■

~
~
~

▼
■
Ｂ
甲
凸
巳
甲
ｂ
Ｂ
Ｐ

~

1． この届出書は、ボリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ピフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例; 28-001)を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の棚には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ボリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ピフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物以外のポリ塩化ピフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14~ 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第5面）
16~ 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18~ 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

備考



19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の棚には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21 ~ 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用
製品以外のボリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記減するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」 とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ボリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ピフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。























様式第一号（一） ~(第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出害（保管事業者及び所有事業者用）

~ ； ~ 令和f年上月‘日
金沢市長 ~ 殿

届出者 〒921-8817

住所~石川県野々市市横宮町96番地1 ~
株式会社ウエノフーズサービス ~

~ 氏名代表取締役 上野謹一
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） ~

電話番号076-259-1094 ･

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ~）~ポリ塩化ピフエニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条K

の規定に基づき、令和 4年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

ポリ塩化ピフェニル廃棄物について1

１
１
廷
１

|保’
函
特別

保管

特別

’株式会社~ ウエノフーズサービス
〒920-0025金沢市駅西本町5丁目4-11

事業場の名称

’ ’事業場の所在地

’管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076~259-1094 〆

’保管の場所 金沢市駅西本町5丁目4-11

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

’’ 保管の状況廃棄物の型式等 量

処分予
定

年月

台数又
は

容器の

数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

分別・
混在の
別

漏れ等
の

おそれ

参考事項総重量
（1台当たり

重皿×台数）

廃棄物の種類番号 容器の

性状
等
無

い
有

囲
の

定格
容量〃

表示記号

等
製造者名 型式 製造年月

22-001 "Wf¥ 200 A22-001 200 A ~東芝 ~ SKT1-605B 1974年 740750 ~ 1 台

| ~

遮断器 東芝 1974年

《口

200 A 740750 122-001 SKT1-6G5B １
１

囲い

有、掲
示無

PCB濃度

1.3mg/kg
分別なし なし低濃度65 kg

イ

’

一
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（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

度
分

濃
区

保管開始
年月日

保管開始
理由

廃棄物の種類番号 参考事項総重量
（ユ台当たり
並丑×台数）

定格
容量 型式 ｜製造年月 ｜表零号

台数又は
容器の数

~

製造者名
ロ申

PCB濃度
1.3mg/k9

■ ﾛ ﾛ ｺ ■

遮断器 東芝 1974年 分析により発見台 低濃度22-001 200 A SKT1-6G5B 740750 1 65 k9 R4．12．6

〔‘

凸 B U ロ
再

’ 、
re B

1 1 1 1 1 1 ．

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等
呈
皇

■~

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 廃棄物の種類 参考事項総重量
（1台当たり
重赴×台数）

蕊|製造看翁 製誉年|表誓号
台数又は
容器の数

型式
~ ロ

~~

~ ~ ｜ ｜ ｜ ~｜ ~ ｜ ｜ ~ ｜ ~ll~ ~~

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等
皇
畢 自ら処分した場合 処分を委託した場合

濃度
区分

廃棄物の種類番号 総重量
（1台当たり
亜丘×台数）

参考事項定格
容量

製造年
月

処分
隼月日

処分受託者の
名称

処分
年月日

表示記号
等

処分委託
年月日

台数又は
容器の数

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

製造者名 型式

“
度

PCB濃度
1.3mg/k9¥職' 1974年' 74075｡200 A | 東芝遮断器 群桐エコロ(株）22－001 R5.5.31 台 65 k9 R5.4.24

I I 1 1 1 1 ロ

’
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１
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(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

申 I

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

■ ■

|電話番号’電話番号
ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’
● 凸

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等
皇
旱

濃度
区分

製品の種類 総重量
（1台当たり
並丑×台数）

参考事項番号 廃棄予定
~年月

処分業者との
．調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量 型式 ｜製造年月 |表誓号製造者名

1 1

ロ ．＝

、

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

製品の種類 総重量
（ﾕ台当たり
亜丑×台数）

参考事項番号 定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
~等

製造者名 型式 ｜製造年月

’
U ロ ﾛ ﾛ I

■ B

､ 1} 『 ■



（第4面）
ー弓

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製品の種類番号 総重量
（エ台当たり
亜鉦×台数）

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号

等
型式 製造年月製造者名

巳曲 ■ ,

I

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ堀ヒビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に『前年度の元号数一」を加えた整理番号~(平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5~ ~T廃棄物の種類｣及び｢製品の種類｣の欄には､記入要領に沿って､その名称を具体的に記入するこど。 ~
6． 「廃棄物の型式等｣及び｢製品の型式等｣の棚には､変圧器（トランス)等の銘板に記載されている「定格容量｣ 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び｢表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って､その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。 ~

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数｣~の柵には、ボリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについでは保管している容器の
数（缶数等）を､､それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても､小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。
9． 「量」の棚のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当た.りの重篭に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． ~｢濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ピフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ堀ヒピフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。
12． 「保管の状況jの欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ堀ヒビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． ． 〔保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在しぇ保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考

~



可

(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は､各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の柵には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。 ~
19． 「保管終了理由｣~及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継jのいずれかを記入すること。 ~
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ピフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記減するものである。

23. ~ 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」と･は、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは､ボリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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備考“通信欄

口水銀使用製品産業廃棄物

口水銀含有ぱいじん等

口石綿含有産業廃棄物
口特定産業廃棄物 ~

E]0900繊維<.~裁
giOOO,動植物性残さ

一回mqｺZAく参≠『1D" ~,~･~ ~~感:~~ ､弓一 .l .d7423鉱さい(有割|Q､ .;:' ~
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1

様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

_z"2_r年が月／日
金沢市長 殿

零
届出者

住所石川県金沢市間明町2丁目259番地2
エナテックス株式会社

氏名代表取締役黒保早苗
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-291-2121

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19~I(
の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ボリ塩化ビフェニル廃棄物について

’’保管事業場の名称

’保管事業場の所在地

|電話番号’電話番号|’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

’’ 保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

保管の状況量廃棄物の型式等
処分予
定
年月

’ 台数又
は

容器の

数

処理業者との

調整状況
濃度
区分

分別． 漏れ等
混在の の

別 ｜おそれ

参考事項総重邑
（ 1台当たり

1K趾×台数）

容器の

性状
囲い等
の有無

廃棄物の種類番号

J
型式

表示記号
等

定格
容盈

製造年月製造者名

1 1I
~

(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物

亘
畢廃棄物の型式等

保管開始
理由

濃度
区分

保管開始
年月日

’
1

’
参考事項総重量

(1台当たり
砿哉×台数）

廃棄物の種類番号 台数又は
容器の数

表示記号
等

定格
容量

製造者名 型式 製造年月

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

量廃棄物の型式等
移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

保管終了
理由

濃度
区分

保管終了
年月日~

参考事項総重量
(1台当たり
亜厳×台数）

番号 廃棄物の種類

蕊|製造者名型式製菩年|表奮号
台数又は
容器の数

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

1

1

’
1

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等

定格
容量

製造者名 型式
製造年
月

表示記号
等

亘
皇

台数又は
容器の数

総重量
(1

重盆

台当たり
×台数）

濃度
区分

自ら処分した場合

処分

年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

処分委託

年月日

処分受託者の

名称

処分

年月日

参考事項



~~

(第3面）

2．ボリ塩化ピフェニル使用製品について

エナテックス株式会社

石川県金沢市間明町2丁目259番地2

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号’
ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
常務取締役三尾雄太 076-291-2121

所在の場所 屋外キュービクル

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

皇
畢廃棄の見込み製品の型式等

’
濃度
区分~製遷毒、 型式 |製遣雫,定格 表示記号

容量 等

30 KVA松下電器産業SCWH-STS S52.10

参考事項総重量
( 1台当たり
誼髄×台数）

製品の種類番号 処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

廃棄予定
年月

｜R9.3 低濃度 2.4mg/kg1 台|206.0 kg変圧器（トランス）1

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

量製品の型式等
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項総重量
（1台当たり
並最×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数製造者名｜ 型式 ｜製造年月|表零号

定格

容量



面

（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

昼
皇製品の型式等

所有終了
理由

所有終了
年月日

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

’
参考事項総重量

（1台当たり
砿鍛×台数）

製品の種類番号
鑿|鯉遣者名| 型式

台数又は
容器の数製造年月表零号

’

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はボリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8~ 「量」の棚のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ピフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11~ 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の棚のうち、 「囲い等の有無」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ピフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



‐ 匂

(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフエニル廃棄物及び高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20. 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第１面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和 5 年 6 月 22 日
金沢市長 殿

届出者   
住　所

氏　名 医療法人社団　映寿会　 理事長　北元　喜洋
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号 076-237-8000

の規定に基づき、令和 4 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 映寿会みらい病院

保管事業場の所在地

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 院長　前田　敏男 電話番号 076-237-8000

保管の場所

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量 保管の状況

参考事項
製造者名 型式 製造年月

1 変圧器 50 KVA 1 台 225.0 kg 低濃度 なし 分別 なし 屋内で保管

（日本工業規格　Ａ列４番）

金沢市鞍月東1丁目8番地

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

金沢市鞍月東1丁目9番地

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

処分予定
年月

濃度
区分

処理業者との
調整状況定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

容器の
性状

囲い等
の有無

分別・
混在の
別

漏れ等の
おそれ

三菱電機
㈱

RA形 1986年
囲い有
、掲示
無



（第２面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等 量 自ら処分した場合 処分を委託した場合

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日



（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 映寿会みらい病院

所在事業場の所在地

院長　前田　敏男 電話番号 076-237-8000

所在の場所 事業場の所在地と同じ

番号 製品の種類

製品の型式等 廃棄の見込み 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

製品の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

金沢市鞍月東1丁目9番地

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

濃度
区分定格

容量
表示記号

等
廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）



（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

番号 製品の種類

製品の型式等 量

参考事項
製造者名 型式 製造年月

該当なし

備考 １．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    廃棄物については記入しなくて構わない。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    こと。

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地定格

容量
表示記号

等
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）



（第５面）

１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ





様式第一号（一） （第九条、第二-'一条及び第二-'一七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出害（保管事業者及び所有事業者用）

令和5年6 月 16日
金沢市長 殿

届出者
住所

氏名

電話番号

金沢市役所

; Ⅷ
ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）

の規定に基づき、令和 4年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

l .ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称株式会社絵エオネックス

保管事業場の所在地金沢市東蚊爪町1-19-4

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 |電話番号'07$-2洲-9"，’ 曹多王章
｜

’保管の場所

①前年度の3月3旧に保管していたポリ蛎化ビフエニル廃棄物

保管の状況廃棄物の型式等
【青1
1．IL

処分予
定
年月蕊製造者名 型式製造錐胤表葱2号

台数又
は

容器の
数

濃度
区分

処理業音との
洲整状況

漏れ弊
の

おそれ

分別・

混在の
別

参考事項総重量
（1台罰たり
輌蝦×台数）

番号 廃棄物の種類 容器の
性状

Iﾘﾘい等
の有無

囲い

無、掲
示有

PCB分析晩披(低

湛幽をウエスで
拭き取ったもの

一斗缶低濃度 分別 なしウエス l 缶2_0 kg28-001
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（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物
7KII1無ィIを1-.フーr_~三ルl誰垂吻I鑿(ｿ）ｨ巣置?肺7ﾊﾘﾉL'ﾃi判禿yWTI~等届l-H三雲 （ｨ巣ｵ誉呈ｮ.至者-ノゥ7パPIT/白箏.三筐ｽ雪I土1 )

廃棄物の型式等 量
濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

’番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
砺最×台数）

参考事項定格
容量

型式 製造年月 表示記号
等

台数又は
容器の数

製造者名

該当なし

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 総重量
（1台uiたり
爪暇×台数）

廃棄物の種類 参考事項

蕊製造者名型式製造年月
表示記号
等

台数又は
容器の数

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 自ら処分した場合 処分を委託した場合
g=L

i処

濃度
区分

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台!Liたり
噸蹴×台数）

参考事項

蕊製造曹名型式製造年表示記号月 等
処分
年月日

処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

台数又は
容器の数

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

該当なし



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について
了KII1無イに'一､~フ〒＝ルI黍垂吻1筆(ｿ)ｲ鶚抄誉め7パリL分､】犬乃f等届H+=(ｨ巣，営畢拳老-M7K1.1T石皇圭君-照）

所在事業場の名称 株式会社エオネックス

所在事業場の所在地 金沢市東蚊爪町1-19-4

|電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
喜多王章 076-238-9685

所在の場所 事業所の所在地及び※01-002は金沢市湊1丁目66番地(機材センターキュービクル内）

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分

~
ｌ
■
Ⅱ
ｌ

■

Ｉ

Ⅱ

■

■

Ｉ

■

■

Ｉ

０

Ⅱ

１

１

１

Ⅱ

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり
噸尉×台数）

参考事項定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

製造者名 型式 製造年月 表示記号
等

カネクロール

混合液2ml
(PCB標準液）

PCB分析で使用
(濃度100mg/L)7
ンプルで保管‐ ’

28-002 GLｻｲｴﾝｽ 一 低濃度I 個
~

WELLINGOTON

混合標準液
(PCB標準液） ‐ ’

PCB分析で使川
(濃度24000ng/m@)
アンプルで保管

WELLINGOT

ON
01-001 3 個 低濃度

恥|惹欝 試験報告書(写
し）

変圧器（トランス）01-002X 20 SF 1992年 K182264 1 台100.0 kg 低濃度

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由’

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり
東員×台数）

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

製造者名 型式 製造年月 表示記号
等



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品
ﾌRIj l無ィIぞ'一フ〒又ニル}季垂卿刎睾(/)ｨ巣，言?的7AYルテi,斗赤yln'拳届H-繧套

製品の型式等

(ｲ栄'言畢奎者.ノウ7ハpjT信睾.奎者.廟）

量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 製品の種類 総重量
（1台凶1たり
『､蛾×台数）

参考事項
蕊製造誉名

台数又は
容器の数型式製造年月|表誓号

該当なし

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はボリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の棚には、変圧器（トランス）等の銘板に記戦されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7~ 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9~ 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ボリ塩化ビフェニル使用製品の略称「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11. 「保管の状況」として、新たにボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12. 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の棚には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の棚には、高濃度ボリ塩化ビフエニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17~ 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△Ⅲg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の柵には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の棚には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の柵には、実|際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23~ 「高濃度ボリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るボリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。

ボ



〈 迂
様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出害（保管事業者及び所有事業者用）

令和寺年

金沢市長宙鮠議二 殿 ；

持月待日

5 27

金沢市役重 届出者
住所石川県金沢市糸田新町3番10号

令和5年5， 29

ミマ悪了う
氏名株式会社大地電業所代表取締役大地

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号076-242-2458

正喜

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）

の規定に基づき、令和 3 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

１

＃

１

~

保管事業場の名称 株式会社大地電業所

保管事業場の所在地 〒921-8026石川県金沢市糸田新町3番10号

’’ ’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 工事部大地栄治 076-242-2458

’ 保管の場所 石川県金沢市糸田新町3番10号

①前年度の3月3旧に保管していたポリ蛎化ビフェニル廃棄物

量一 ’廃棄物の型式等 保管の状況

処分予
定

年月

分別・

混箭の蕊蝋澤毛蝋…壼零。
台数又
は

容器の

数

濃度

区分

処理業者との

調整状況
漏れ等

の

おそれ

番号 参考事項廃棄物の種類 総重量
（ 1台当たり

IIi篭×台数）

容器の囲い等
性状 の有無

■
■
Ｉ~

国
■
■

プラス 囲い

チック有、褐
容器 示有 ’加剛A総纈THKM20HTIIKM洲Ⅱ DF式RN

作所

1 台30．0
コンデンサー

(3kg以上）

JESCOに登録

申請中
分別 なし

ﾛ■■■■

’ I I
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（
（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

（

廃棄物の型式等
ｉ

β

二
百
８

１
も
Ｉ

保管開始
理由

濃度
区分

保管開始
年月日

番号 廃棄物の種類 参考事項総重量
（1台当たり
飛蹴×台数）

定格
容量

製造者名 型式 製造年月 表示記号
等

台数又は
容器の数

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

番号 参考事項廃棄物の種類 総重量
（1台淵たり

ml,t×台数）蕊製造書名| 型式製造年表示記号月 等
台数又は
容器の数

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

処分を委託した場合廃棄物の型式等 自ら処分した場合
１
１
‐

・
１

１
１

濃度
区分

参考事項番号 総重最
（1台､'iたり
爪賊×台数）

廃棄物の種類 処分受託省の 処分
名称 年月日鑿製造者名型式製造年表示記号月 等

処分
年月日

処分委託
年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

台数又は
容器の数

（株）

20 KVA指月電
機製作

コンデンサー

(3kg以上）

鍬
度 ‘埋蕊簾

THK6020THK6020

HRN HRN
DF式 R4. 12. 29R4.703-001 1 ff 30. 0 kg

~トー~－



《電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ(JWNET) 照会結曇(_皆表）
●

~季=MWM
処分業者（加入者番号許可番号名称）排出事業者（加入者番号名称）マニフェスト番号

登録の状態

引渡し日

廃棄物の種類（分類コード）

大分類名称

数量

連絡番号1

連絡番号2

連絡番号3 排出事業場 （名称）

排出事業場所在地

処分事業場（名称）

処分事業場所在地
No

処分終了日（報告区分）

最終処分終了日

車両番号（排出）

運搬方法 ｜運搬終了日

受入量

処分方法

運搬量

有価物拾集量

|荷姿 数量の確定者確定数量

|区間’区間
収集運搬業者（加入者番号許可番号名称） 運搬先事業場の名称

運搬先事業場の所在地

3010068 114381中間貯蔵・環境安全事業株式会社1268977株式会社大地電業所14831173356

確定情報

2022/07/06

7410000廃PCB等・PCB汚染物･PCB処理物

特定有害産業廃棄物

1.000個・台 ｜その他

中間貯蔵・環境安全事業株式会社北海道PCB処理事業所

北海道室蘭市仲町14番地7

(株)大地電業所

石川県金沢市糸田新町3－10
’

2022/08/26 (中間+最終）

2022/12/29|処分業者1.000個・台

2000780000632環境通信輸送株式会社 中間貯蔵．環境安全事業株式会社北海道PCB処理事業所

北海道室蘭市仲町14番地7
１

|2022/07/08

印刷日時 2023/05/26 13:39:27l / 1



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出耆（保管事業者及び所有事業者用）

令和5年6月26日
金沢市長 殿

届出者

住所金沢市湊1丁目55番地3

氏名株式会社大野メッキエ業所
代表取締役長谷川精一

電話番号076-237-4111

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条IE

の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称|株式会社大野ﾒｯｷ工業所
保管事業場の所在地|金沢市湊1丁目55番地，
特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名|笠原
保管の場所 ｜金沢市湊1丁目55番地ヨ

’伸次 076-237-4111

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

’ 廃棄物の型式等 量

製造者名 型式製造年月表零号処茎子有数又は 総重堂

年月 容器の紬鐺獣
数

’ 保管の状況

I
濃度

区分
処理業者との

調整状況
分別・

混在の

別

漏れ等
の

おそれ

番号 廃棄物の種類 参考事項定格

容邑
容器の

性状
等
無

い
有

囲
の

■
■
■

■
■
■１

~
ｌ
■
■

１
‐

｜
’

J
I ~I
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（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 品

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

廃棄物の種類番号 総重量
（1台当たり
耽俄×台数）

参考事項定格
容量 製造者名｜ 型式 製造年月 表示記号等

台数又は
容器の数

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地I

番号 廃棄物の種類 総重景
（1台当たり
砿最×台数）

参考事項定格
容量 型式|製曹年|表雪号

台数又は
容器の数

製造者名

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号

3－001

廃棄物の種類

変圧器（トラ
ンス）

廃棄物の型式等

製造者名

20 KVA '三鬘。

’

’ 型式
単相SF

製

｜
造年
月

表示記号
等

1979

｜

’

C281089

量

台数又は
容器の数

1 台

総重量
（1台当たり
匝赴×台数）

125.0 kg

濃度
区分

低濃
度

自ら処分した場合

処分

年月日 |糟
処分を委託した場合

処分委託

年月日

R5．4．27

処分受託者の

名称

三光(株）

処分

年月日

R5．6．7

’

参考事項



産業廃業物営埋崇（マニノェ人トノヒ票 LI旦竹用j

朝匪｡皇3零倉鳳漉魑5630849953闘整璽鴎
垂|氏名又は壱藷愉=煮湾， 常二茅 了 ｜事霧鋤

5630849953
名称

（排出

（排

ダ

|鋤鰹着’鯉当
／
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